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1 はじめに
我が国には, 独立した電力系統を持つ離島が多数存在し

ているが, 発電単価が高いことから再生可能エネルギーに
よる自給自足が求められている . しかしながら ,再生可能エ
ネルギー発電設備 (RES)である太陽光発電設備 (PV)や風
力発電設備 (WG)の発電出力は, 予測が非常に困難である
ため, 蓄電池設備 (BESS)の導入が進められている . BESS

は, RESの出力変動を充放電によって抑制することができ
るため, 非常に有効な設備である [1].

また , 電気事業者が需要家の消費電力を制御するデマン
ド レスポンス (DR)プログラムが注目されている [2]. DR

プログラムは, 電気料金ベースとインセンティ ブベースに
大きく 分類される [3]. 本研究では, 電気料金ベースのリ ア
ルタイムプライシング (RTP), インセンティ ブベースの遮
断可能負荷 (IL)を考慮する . RTPは, 電力需給状況に応じ
て電気料金を変化させることにより , 需要家に消費電力を
増加または節約するように促す手法のことである . 一方で
ILは, 電力需給の切迫時に , 消費電力を低減あるいは遮断
することに予め同意する需要家のことである . 適切な DR

を行い, 需要家と協力することにより , RESの発電電力変
動に対応することができる .

そこで本研究では, RESの導入率 100%の離島電力系統
における PV, WGおよび BESS のそれぞれの設備容量の
最適化手法を示す. また , RTP及び ILを考慮した系統にお
いて設備容量を検討することにより , DRの有効性を示す.

2 電力系統モデルと評価指標
本研究では, 図 1 に示されるよう に , ユニッ ト 化された

PV, WGおよび BESS の設置台数が変動する電力系統モ
デルを想定する . ここで, PV, WGの設置台数が増加する
と発電出力も比例して増加すると想定する .
• 評価指標
本研究において ,電力系統の設備構成は,設備コスト およ

び電力量不足確率 (LOEP) を用いて評価される [4][5]. こ
れらの算出式をそれぞれ (1), (2)式に示す.

EC =

NPV∑

npv=1

NWG∑

nwg=1

NB∑

nb=1

(PV Cnpv +WGCnwg +BCnb) (1)

LOEP =

∑T

t=1
(PL(t)− Psp(t))∑T

t=1
PL(t)

, PL(t) > Psp(t) (2)

ここで, EC:総設備コスト [円], PV Cnpv:npv台目の PV設
備コスト [円], WGCnwg:nwg台目のWG設備コスト [円],

BCnb:nb台目の BESS設備コスト [円], LOEP :LOEP[%],

PL(t):時刻 tにおける総負荷電力 [kW], Psp(t):時刻 tにお
ける供給電力 [kW] をそれぞれ示している .

3 デマンド レスポンス (DR)

本研究では, 2種類の DRプログラムを考慮しており , 本
節では, RTPにおける最適電力価格および ILに要求され
る最適な負荷削減量の決定手法を示す. ここで ILの契約
形態が全体 10%の場合, RTPは 90%の負荷に適用される
ものとしている .
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図 1: 電力系統モデル
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図 2: DRモデル (RTP)

3.1 リ アルタイムプライシング (RTP)

電気事業者によって決定された電力価格に対する需要家
の電力応答を図 2および (3)式のよう に模擬した . 本モデ
ルにより , 電力価格が高い場合は負荷電力を減少させ， 電
力価格が低い場合は負荷電力を増加させるように模擬して
いる .

lvr(t) = −a · ep(t) + b (3)

∆PRTP (t) = lvr(t) · PRTP (t) (4)

PRTPm(t) = PRTP (t) + ∆PRTP (t) (5)

ここで, lvr(t):負荷変化率, PRTP :RTPが適用される負荷
電力, ∆PRTP (t):電力応答量 [kW], PRTPm(t):RTP後の負
荷電力をそれぞれ示しており , a, bは, 関数調整用パラメー
タである . また , ep(t)は時刻 t における電力価格であり ,

LOEPの最小化を目的関数とする最適化問題を解く ことに
より 決定している . RTPに関する制約条件として , 次の項
目を考慮に入れた .

(i) 電力価格上下限制約

(ii) 電力価格上昇率制約

(iii) 負荷変動制約
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図 3: 設備コスト に対する LOEP

表 1: シミ ュレーショ ン結果の比較
ケース 1 ケース 2 ケース 4

個体記号 C C C
RTP なし あり あり
IL なし あり (10%) あり (50%)

PV(500kW/台) 5 5 4
WG(250kW/台) 3 2 2

BESS
7 6 4

((200kW/1200kWh)/台)
合計設置台数 (台) 15 13 10
負荷電力量 (万 kWh) 13.12 12.66 10.53
余剰電力量 (万 kWh) 2.19 1.64 0.96
設備コスト (億円/年) 0.79 0.69 0.53

LOEP(%) 15.10 13.33 10.47

3.2 遮断可能負荷 (IL)

IL に要求される最適な負荷削減量は, RTP による電力
応答後の負荷を考慮し , LOEPが最小化されるように決定
される . ILに関する制約条件として次の項目を考慮した .

• 負荷変動制約
• 負荷削減可能量制約

4 ミュレーショ ン結果

本研究では, PV, WGおよび BESSの設置台数をそれぞ
れ 1～20台の間で変化させることによって設備容量の評価
を行った . PV, WGおよび BESSの設置台数のみを検討す
るケース 1, ケース 1に 2種類の DRプログラム (IL:10%,

IL:30%, IL:50%) をそれぞれ考慮したケース 2～ケース 4

のシミ ュレーショ ン結果を図 3に示す. ここでは, 図 3に
おける個体 Cについて考察する . 個体 Cは, 原点からの距
離が最小となる個体である .

図 3 より , 設備コスト と LOEP はト レード オフの関係
にあることがわかる . また , 2種類の DRプログラムを考
慮したケース 2～ケース 4は, ケース 1と比較して , LOEP

と設備コスト の原点方向にシフト する傾向があり , ILの割
合が高いほど , その効果が大きいことが確認できる . これ
によって , 電力需要を満たす LOEPが 0となる個体数が増
加する .

各ケースにおける個体 Cのシミ ュレーショ ン結果に関
するデータを表 1 に示す. 表 1の各ケースを比較すると ,

DR プログラムを考慮したケース 2およびケース 4におけ
る設置台数が減少し , 設備コスト が低減されていることが
確認できる . また , ILの割合が増加するほど , 設備コスト
および LOEPが低減できることが確認できる . これは, IL

の割合増加によって , 負荷需要の削減可能量が増加したた
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図 4: 運用結果

めである .

図 4は, PV5台, WG3台, BESS7台の電力系統におけ
る運用結果であり , 総発電量, 各ケースにおける総負荷電
力および設定電力価格を示している . 昼間は, PVの発電
状況に応じて余剰電力が発生するため, 電力価格が低下し
ている . また , ケース 4では ILが 50%含まれており , 負荷
電力は, RESの発電電力変動に応じて適切に変化すること
が確認できる .

以上の結果より , 本研究で提案した設備容量の検討方法
では, 需要家の契約形態に応じた運用の最適化と最適な設
備容量を決定できる .

5 まとめ

本研究では, RESの導入率 100%の小規模電力系統を想
定し , 各組み合わせに対する設備コスト および LOEPを算
出することで設備容量の検討を行った . また , 2種類のデマ
ンド レスポンスを考慮し , RESの発電電力の変動に対応し
て , 負荷需要を制御（ 運用の最適化） することにより , 設
備コスト および LOEPの低減を達成した . また , ILの割
合が高いほどその効果が大きいことを示した .
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